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労務安全衛生管理及び再下請負契約等に関する誓約書
　貴工事事務所（以下「甲」という。）の工事の施工にあたり、当社（以下「乙」という。）は、労働
基準法、労働安全衛生法、建設業法その他関係法令に定める責務並びに甲で定める労務安全衛生及び再
下請負契約等に関する規律、基準、指導事項等を誠実に守るとともに、特に次の事項を遵守することを
誓約いたします。
記
１　乙は、建設労働者雇用改善法に定める雇用管理責任者を選任し、乙の雇用する従業員（作業員を含む。）に関し、法に基づく適切な労務管理を実施させる。
２　乙は、次の書類を必要の都度甲に提出するとともに、労働基準法、労働安全衛生法及び職業安定法
等に定められる法定書類は、必ず労働基準監督署等に提出する。
　(1) 作業員宿舎一時使用に伴う差入書（甲の作業員宿舎を使用する場合）
　(2) 作業員名簿

(3) 送り出し教育実施報告書

　(4) 新規入場者教育時アンケ－ト
　(5) 持込機械等使用届
　(6) 工事・通勤用車両届
　(7) 有機溶剤・特定化学物質等持込使用届
　(8) 工事事務所労務管理チェックリスト
　(9) 建設業法・雇用改善法等に基づく届出書（変更届）（再下請負通知書）
(10) 協力会社編成表
 (11) 女性及び年少者の就業制限チェックリスト
 (12) 作業員宿舎チェックリスト
 (13) 火気使用願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　乙は、次の書類を作成して事業場に備え付ける。
　(1) 雇入通知書又は労働契約書
　(2) 労働者名簿
　(3) 賃金台帳
　(4) 賃金の一部控除に関する協定書
　(5) 年齢証明書
　(6) 健康診断個人票（雇入時、定期及び特殊）
４　乙は、従業員の賃金を正しく計算し、各人に確実にこれを支払い、賃金不払は絶対に起こさない。
５　乙は、中小企業退職金共済法に特例として定められている期間を定める従業員を雇用する場合は、
原則として、建設業退職金共済制度に加入する。
　　乙は、甲から共済証紙の交付を受けたときは、交付対象者の手帳に必ず貼付する。
６　乙は、女性、年少者並びに坑内労働及び危険有害業務に従事している者の就業制限の定めを守る。
７　乙は、常時使用する従業員に対し雇入時、定期及び特殊の健康診断を実施し、常に従業員の健康
状態を具体的に把握して適正配置に心掛ける。
８　乙が甲の作業員宿舎を使用する場合には、関係法令及び甲の定める規則その他を遵守する。
　また、２－(1) に示す「作業員宿舎一時使用に伴う差入書」を甲に提出する。
９　乙は、雇用保険、健康保険及び厚生年金の適用対象者をすべてこれらの保険に加入させる。
10 乙は、入国管理法を遵守し、不法就労する外国人を雇用しない。また、適法就労者を現場で使用
する場合は、安全確保等のため必ず甲に届け出る。
11 乙は、労働安全衛生法に定める必要な管理者等を選任し、免許取得者、作業主任者、特別教育修
了者など有資格者を配置し、法に基づく適切な措置を講じさせるなど安全衛生管理体制を整えると
ともに、２－(2)､(3)､(4) に示す「作業員名簿」、「送り出し教育実施報告書」及び「新
規入場者教育時アンケ－ト」を甲に提出する。
12　乙は、甲が行う安全衛生協議会、安全大会等に参加する。
13　乙は、甲が行う作業及び安全衛生打合せに参加する。また乙は、作業開始前に当該作業に従事す
る従業員に対する作業指示に合わせて、安全な作業方法及び手順を周知させる。
14　乙は、免許取得等の資格を要する業務には必ず有資格者を配置し、甲の確認をうける。
15　乙は、労働安全衛生法ならびに甲の会社で定められた安全衛生教育を自主的に実施する。
　(1) 雇入時教育
　(2) 作業内容変更時教育
　(3) 特別教育
　(4) 職長教育

　(5) 送り出し教育

16　乙が持込み使用する工事機械、電気器具、車両等は、法令で定められた構造規格を保持し、安全
性を確認したうえで使用する。また、乙は持込み時に必ず乙で定める点検表により点検を行い、
２－(4) に示す「持込機械等使用届」を甲に提出して持込機械届受理証を受領するとともに、自ら
の責任において作業開始前及び定期の点検整備を実施する。また、甲の工事機械、電気器具、車両
等を乙が使用する場合は、使用期間中、甲が定める点検表により作業開始前点検及びそれに伴う整
備（給油グリスアップ、ボルトナット、ピン等の増締め及び掃除、手入れ等をいう。）を実施し、
異常を認めた場合は直ちに甲に報告し、その指示をうける。
17 乙は、乙又は乙の後次の協力会社が、工事の施工にあたって足場（ロ－リングタワ－、高所作業
車等の移動足場を含む。）、工事機械、電気器具、車両等を使用する場合には、当該作業員に対し
その安全な使用方法と点検の方法を指導し、教育したうえで使用させる。
18 乙は、再下請負契約をする場合には、工事の開始に先立って甲との工事下請負契約に準拠した内
容をもつ下請負契約書により、下請負契約を締結する。この場合、乙は、２－(9)､(10) に示す「建
設業法・雇用改善法等に基づく届出書（変更届）（再下請負通知書）」及び「協力会社編成表」にす
べての再下請負に関する事項を記載し、甲に提出する。
19　乙は、前項の再下請負契約の履行に際し、当該再下請負契約により定められた事項のほか、下請代
金の支払いに関して次の事項を遵守する。
　(1) 甲から請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を受けたときは、支払を
受けた日から１月以内に支払うこと。
　(2) 再下請負契約の締結後、正当な理由がないのに下請代金の額を減じないこと。
　(3) 注文した下請工事に必要な資材を乙から購入させる場合は、正当な理由がないのに、その工事の
下請代金の支払期日前に、当該資材の代金を支払わせないこと。
20　乙は、後次の協力会社（二次以下の再下請負がなされたときは、三次以下の協力会社を含む。以下
同じ。）を使用する場合には、責任をもってその後次の協力会社について前項までの所定事項の履行
状況を確認するとともに、履行していない者があったときはその是正を求め、所定の措置を行わせる。

21 乙は、現場で働く者のうち、労災保険の適用を受けない者（一人親方及び中小事業主等）について
は、労災保険法による特別加入制度を利用した労災保険に加入させる。

22　乙は、労災事故に被災した乙の従業員又は再下請負人の従業員から労災事故に伴う損害賠償金、

和解金の請求を受けた場合、これらの費用並びに弁護士報酬等の費用を負担する場合に備えて、
別途、甲の会社が定める条件を満たす労災上積み保険等に加入するものとする。
但し、甲の会社があらかじめ加入の必要がないと認めた場合はその限りではない。

23　乙及び乙の後次の協力会社は、その従業員が甲の現場内又は通勤時に受傷した場合には、速やか
に甲又はその代理者に報告し、迅速な労働災害の報告並びに適正な労災保険の適用を行う。
24　乙の施工に係る工事に関して事故（第三者災害を含む。）が発生した場合は、乙は甲と協力して
その処理解決にあたるものとする。事故の原因が、乙及び乙の後次の協力会社の故意又は過失にあ
る場合は、乙は甲に対して損害賠償の責に任ずる。
25　乙は、乙又は乙の後次の協力会社が、工事の施工にあたって運行に供する全ての車両（マイクロ
バス等相乗りする通勤車両及び現場内の指定場所に駐車する通勤車両を含む。）に、次の基準以上
の自動車保険（自賠責＋任意）を付保することとし、使用にあたっては道路交通法を遵守する。
  　　対人　１名当たり無制限
26　工事の施工にあたって、乙は、関係工事又は発注者が元請工事と別途に発注した工事を施工する
他の事業者及びその従業員並びに第三者に対して災害を発生させないよう万全を期する。
27　乙は、その他労働災害防止のために甲の定めた規律を守るとともに、関係協力会社相互間の協調
に努める。
28　乙及び乙の後次の協力会社の従業員が、現場内で事故又は災害を発見し又は予見したときは、担
当の如何を問わず直ちに臨機の処置をとるとともに、甲又はその代理者に急報する。
29　乙は、この誓約書に定める事項のほか、甲が定める労務安全衛生及び再下請負契約等に関する事
項を遵守する。
30　乙は、提出した２に示す書類の内容等に変更等があった場合は、速やかに訂正又は是正の上、甲
に報告する。
31　乙は、施工にあたり誓約事項を遵守しなかった場合には、下請負契約を破棄されても一切の異議
申し立てを行わない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上[image: image1.emf] 
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